
監 査

はじめに
本連載では、公認不正検査士の不正調査手法と会計監査との

相違点、そして両者の効果的な連携方法について解説する。さら
に、最近の国際的な実務動向や国際監査基準（ISA）の改訂を踏
まえ、不正調査手法を会計監査にどのように活用できるかを探る。

第2回となる本稿では、第1回にて取り上げた不正調査と会計
監査の相違点を踏まえ、調査委員会と会計監査人がどのように
連携すると効果的かを考察する。

1 　調査委員会と会計監査人の連携の
必要性
不正調査と会計監査には目的と基準の有無が相違としてある

ことは第1回にて解説したとおりである。すなわち、不正調査は個
別事案の実態解明を主目的とし、会計監査は監査基準に則って
財務諸表に対する総合意見の表明を目的とする。両者がそれぞ
れの目的の違いを理解し、適時適切な連携を図ることで、以下の
効果が得られる。

-　調査・会計監査の効果的・効率的な実施
-　スケジュールどおりの調査・会計監査完了
-　企業価値毀損の軽減
企業は、不正またはその疑いのある場合においてステークホル

ダーに対する説明責任を早期に果たすことで、企業価値の毀損
を軽減することが期待されている。このため、調査及び会計監査
の双方には、迅速な完了が求められるという時間的制約が存在
する。企業やステークホルダーは、まず何よりも調査委員会により
不正の実態が詳らかに解明されることを最優先に期待している。
その上で、調査及び会計監査が時間的制約のもとで有効かつ効
率的に実施されること、スケジュールどおりに会計監査人により無
限定適正意見が表明されることを期待している。

2 　実務における連携方法
上述の効果を得るために、調査委員会と会計監査人はどのよ

うな点で連携が求められるかを解説する。
⑴　事案発覚時の初動対応

不正またはその疑いが発覚した場合、企業の経営者は調査を
実施し、原因を分析した上で再発防止策を検討する立場にあり、
比較的単純な事案では社内調査チームが対応するが、事案の性
質に応じた適切な調査体制とすることが重要である。複雑な不
適切会計の事案や海外事案、調査対象が広汎な事案では、社内
メンバーに加えて外部の弁護士や公認会計士等を含む特別調
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監 査

査委員会が設置され、経営者関与が疑われる事案では、さらに
厳格な独立性、中立性を確保するために社外メンバーのみで構
成される第三者委員会が組成されることがある。企業は事案の
発覚を早期に会計監査人に報告し、調査体制及び候補人員案を
共有することが重要である。会計監査人は調査結果を会計監査
に利用可能か判断する上で調査体制の客観性・専門性を評価す
るため、調査体制に関する会計監査人の見解の事前確認が円滑
な調査及び会計監査の進行に寄与する。

調査及び会計監査の独立性の観点からは、本来、調査委員会
及び会計監査人は連携せずにそれぞれが独立して調査または会
計監査を行うべきとも考えられる。しかし、両者による同じ手続の
重複実施等によって効率性は低下し、調査・会計監査に対する企
業の対応コストは増加し、完了までの所要期間が増加することも考
えられる。そのため、両者の適度な連携は重要であると考えられる。

会計監査人は、監査リスクの高い取引等について、調査委員
会の調査結果を利用しない、またはその利用範囲を限定し、自ら
手続を実施することがある。このような場合、十分かつ適切な監
査証拠を入手する過程で、両者が同一の手続を重複して実施す
ることが生じ得る。

なお、社内調査チームで対応するような小規模な事案、例えば、
従業員による少額な資産の横領の事案であっても、企業は会計監
査人に事案を早期に報告することが重要となる。企業が実態解明
及び関係者の責任追及を主眼とする社内調査を実施し、調査完了
後に、会計監査人の指摘を基に財務諸表への影響や類似案件の
有無に関して追加検討・調査が必要となる場合があるためである。

日本弁護士連合会の定める「企業等不祥事における第三者
委員会ガイドライン」に則った第三者委員会の設置に際して、調
査の独立性及び中立性をより重視する観点から、会計監査人と
の情報共有や連携を行わない方針を採用する場合がある。本稿
では、これとは異なり、当該方針を採用しない調査委員会を設置
する場合について検討する。

⑵　調査委員会の設置～計画策定フェーズ
調査委員会は事案発覚後に組成される一方、会計監査人は

継続的な監査を通じて企業に関する情報を有している。調査委
員会が会計監査人の情報を活用することで、限られた期間内に
効率的に調査を進めることが可能となり得るが、その場合には、
企業が会計監査人の守秘義務を解除する必要がある。

調査の初期においては、調査委員会と会計監査人のキックオフ・
ミーティングを開催することも有効である。そこでは、役割分担と協
力姿勢を明確化し、調査範囲・調査手続・進め方（アプローチ）の
共通認識を形成し、コミュニケーションルートや報告のタイミング等

の取り決めを行う。また、調査委員会は、過去の会計監査での懸
念点の共有や今後の会計監査の実施を進めるにあたっての当面
の要望を会計監査人から受けることがある。早期にこれらのコミュ
ニケーションを実施することで、調査委員会の調査実施後において、
会計監査の観点で調査範囲、手続に不足があった場合に、企業が
追加的な調査を実施しなければならない状況を防ぐことができる。

調査委員会は、調査期間、調査対象の範囲（対象部門・対象
人物・対象取引）、主要調査手続（財務データ分析、デジタル・フォ
レンジック、インタビュー、アンケート等）の要否及び内容等の調査
計画を策定する。また、速やかに証拠となるデータの収集及び保
全を行う必要がある。会計監査人は不正またはその疑いが発覚
したことに対応した追加手続やスケジュール調整等の監査計画
の修正を検討する。それぞれ独立したものであるが、例えば、デ
ジタル・フォレンジックのキーワードやインタビューの質問事項等の
調査手続の詳細を事前に協議することで、会計監査の観点での
追加手続が調査後に発生することを防止することができる。

調査証拠や情報の共有方法（例えば、調査委員会による関係
者インタビューの議事録は全文と要約のいずれを会計監査人に
共有するか）やタイミング、調査報告書ドラフトの共有時期を事前
に決めておくと、調査委員会及び会計監査人のスケジュール及び
リソースの調整が円滑になる。なお、ホットライン等の情報の共有
に際しては、関係者のプライバシー保護や法令遵守を徹底するこ
とが求められる。

不正発覚のタイミング、調査に必要な期間等によっては、企業
は有価証券報告書等の提出期限の延長を申請することがある。
その際、延長後の提出期限は調査委員会による調査及び会計
監査人による監査の手続、及びスケジュールを踏まえて検討され
るため、両者及び企業の緊密な連携が必要である。

⑶　実施フェーズ
調査委員会による不正調査と会計監査は同時並行で進行す

る。調査委員会は、不正の実態解明に向けて証拠収集・分析を
開始する。一方、会計監査人は必要に応じて追加の監査手続を
実施する。両者の主要メンバーが参加する定期的なミーティング
を週次等で設定することで、進捗と発見事項・懸念事項の適時
共有が可能となる。基本的には調査委員会からの情報共有が中
心となるが、会計監査人も監査の過程で把握した懸念事項やリス
クシナリオを調査委員会に伝達し、当該事項の深掘りの要否や実
施主体を調査委員会と協議することもある。

経営研究調査会研究報告第51号「不正調査ガイドライン」
（2013年9月、日本公認会計士協会）において、企業等が会計監
査人に虚偽の説明を行っている場合など、調査委員会が入手し
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た情報と会計監査人が入手していた情報が異なる場合も想定さ
れるため、その際は情報の信頼性について慎重に検討する必要
があるとされており、この点からも両者の連携は重要となる。例え
ば、会計監査人に対する経営者の説明と調査委員会に対する現
場従業員の供述が異なる場合、両者の連携がなければ情報間の
矛盾の認識が遅れ、調査及び監査手続の迅速化・効率性が損
なわれる。両者が連携することで情報間の矛盾が認識された場
合、情報や証拠の信頼性の検討を含む追加手続の実施につい
て、両者間で協議できる。

また、調査において、経営者関与の証拠が出るなどの重大事
実や他の部門での類似不正の疑いが判明した場合は、監査手続
の拡大やスケジュールの再調整が必要となるため、適時共有が
特に重要である。
⑷　調査報告フェーズ

調査委員会の作成する調査報告書には、事案の実態調査結
果及び原因分析を踏まえた内部統制上の課題やガバナンスの改
善点に対する対応策を再発防止策の提言として記載する。企業
が作成する内部統制報告書における内部統制の評価結果及び
開示すべき重要な不備がある場合の是正措置は会計監査人の
内部統制監査の対象となるため、内部統制上の課題や再発防止
策の十分性及び実効性等は調査委員会と会計監査人において
事前協議・すり合わせをすることが実務的である。これにより、企
業による内部統制の不備の是正及びガバナンスの向上の計画
立案及び実行が円滑となる。

調査委員会の調査報告書は、会計監査人による監査意見の
形成において有力な監査証拠の1つとなりうる。また、当該事案に
関連する不正リスクや内部統制の不備による財務諸表監査への
影響が監査上特に重要であると判断される場合には、監査上の
主要な検討事項（KAM）として監査報告書に記載される可能性が
ある。調査委員会による調査報告書、企業による有価証券報告
書を含む公表情報、及び会計監査人によるKAMの内容について
相互に整合性が確保されていることは、ステークホルダーに対す
る説明責任の観点から望ましい。そのため、調査委員会、企業及
び会計監査人による適切な情報共有が重要となる。

3 　連携の留意点
調査及び会計監査には時間的制約がある中で、会計監査人

が必要とする手続を会計監査人と調査委員会のいずれが実施す
るか、両者の所要日数を期限までの期間にどのように配分するか
については、両者間で調整及び協議を重ねる必要があり、これら
の点に調査委員会と会計監査人の連携の難しさがある。その連

携の難易度や重要度の高い3つの領域における留意点を以下で
解説する。
⑴　件外調査

件外調査は、不正調査開始の契機となった事案に関する本件
調査の結果を踏まえ、類似の不正の有無を調査するものである。
特定した関与者、時期、手口、拠点等をもとに他部門や関係会社
等を調査する。会計監査人は不正リスクに対応した監査手続を
立案し、件外調査と同様に「他に不正がないか」という観点で監
査手続を行う必要がある。この観点は「ないことの証明」（いわゆ
る「悪魔の証明」）であり、判断の相違が起きやすく、件外調査の
対象範囲・期間について十分に協議することが重要となる。

例えば、ある子会社で従業員が工事案件の利益操作を目的に
原価付替えを行ったとする。この従業員は工事責任者であり、工
事案件の利益責任を負っていた。赤字になるとペナルティが課さ
れる制度があったため、赤字回避を目的に不正を実行したとする。
調査委員会は、この事案から「工事責任者は赤字回避のために
原価付替えを行う可能性がある」という仮説を構築し、当該子会
社の赤字をかろうじて回避している工事案件を特定し、件外調査
を進めることが考えられる。さらに、インタビューやデジタル・フォレ
ンジックを通じて、他部門への広がりを検証する。

結果として組織的な広がりが認められなければ、他部門や他の
子会社における不正リスクの蓋然性が高くないことをもって調査対
象を広げないことも多い。一方で、会計監査の場合は、類似事業
を行う他の子会社における不正リスクの蓋然性が低いという積極
的な監査証拠を得るために、調査よりも慎重な判断を行い、他部
門や他の子会社に対しても追加的な監査手続をすることもある。

件外調査の範囲の相違は、両者の目的の違いに起因する。会
計監査人は財務諸表全体を対象とした意見表明を行うため、顕
在化した不正事案の類似事案の有無に対するリスクの蓋然性を
慎重に評価する傾向がある。会計監査人は調査委員会が想定
する以上に慎重になることを、調査委員会は理解しておくことが望
まれる。また、会計監査人も、不正調査は特定の事案に焦点を当
てていることや、調査委員会が監査手続を代行しているわけでは
ないことを改めて認識する必要がある。件外調査の実施にあたっ
ては、双方が考え方の違いを理解した上で、効果的・効率的な調
査及び会計監査の進行のために、企業、調査委員会及び会計監
査人が調査対象の選定基準や調査手続の具体的内容について
事前に合意し、調査結果の共有方法やタイミングを明確化するこ
とが重要となる。また、事案によっては、会計監査に必要となる件
外調査手続について、調査委員会による調査ではなく、調査完了
後に企業が財務諸表の信頼性を点検する目的で、自ら実施し、そ
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の結果を会計監査人が監査手続で検証する場合も想定される。
⑵　経営者不正の疑義

経営者が誠実であり、財務諸表の信頼性確保に努める姿勢は
会計監査の前提であるため、経営者不正の疑義は会計監査にお
ける最も重要な検討事項の1つである。調査委員会にとっても、
経営者不正の疑義は調査体制及び事務局メンバーの適格性、
件外調査範囲の決定等に影響する。また、経営者関与の可能性
のある状況では、証拠隠滅や虚偽説明が組織的に行われる可能
性が高まり情報の信頼性が低下し、調査及び会計監査の実施に
あたり、より慎重な対応が求められる。そのため、経営者不正の
疑義がある場合は両者の連携の重要性及び難易度が高まること
から、経営者関与の有無の認定や必要手続の深度・範囲につい
て、より密な連携が求められる。
⑶　海外事案

海外関係会社が調査対象となる事案では、海外の法律事務
所や会計事務所が調査及び会計監査の主体となる場合が多く、
調査及び会計監査の体制が広範化し複雑性を増す。また、文化
的な違いや個人情報保護・データ保護等の各国の法令・規制、
言語や時差も考慮する必要がある。

例えば、海外で収集した調査証拠の国外移転が現地の法令に
より制限される場合、国内外の会計監査人それぞれに、どのよう
な情報を誰が誰と共有するか、情報共有ルートの検討が必要とな
る。また、文化的な背景から現地の従業員が調査協力に消極的
なため、インタビューやアンケート等で十分な情報を得られない場
合も考えられ、追加手続を含む対応策の検討が必要となる。さら
に、証拠の翻訳や解釈において、現地語と日本語・英語間でニュ
アンスの違いが生じ、国内外の調査・会計監査の間で認識に相

違が生じる可能性もある。
そのため、国内のみを調査対象とする事案に比べて海外を含

む事案は、調査・会計監査に時間を要する傾向にある。時間的制
約のある中でスケジュールどおりに調査・会計監査を完了するた
めに両者の連携の重要性及び難易度が高まることから、国内・海
外のコミュニケーションルートや情報共有方法を緻密に協議し、認
識の齟齬や情報共有の遅れが生じないよう連携する必要がある。

4 　おわりに
本稿では、調査委員会と会計監査人の連携は重要であり、調

査及び会計監査の実施プロセスの効率性等の観点から効果が
得られることを整理した。なお、企業が能動的・積極的に両者の
連携を促すことが不可欠となる。

さらに、平時の会計監査に不正調査の視点・手法を活用するこ
とで、会計監査を通じて、被監査企業の企業価値の毀損を防ぎ、
内部統制やガバナンスの向上を通じてその企業価値を高めてい
くことができるのではないかと考える。

第3回では、英国でのFailure to Prevent Fraud Offence
（不正防止不履行罪）の施行や、国際監査基準（ISA）240の改
訂といった海外動向、並びにAI・デジタル技術の進展を踏まえ、
不正調査の視点・手法を基軸とした、未来視点での会計監査に
ついて取り上げる。
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